
 

 

平成 29 年度 事 業 経 過 報 告 

（平成 29年 4月 1日から平成 30 年 3 月 31 日まで） 

 

第１ 「愛顔つなぐえひめ国体」警備の完遂 

  ○ H29.9/30～10/10 

    第 72 回国民体育大会 警備の実施～国体実行委員会及び国体警備企業体において対応 

  ○ H29.10/28～10/30 

    第 17 回全国障害者スポーツ大会～同上 

第２ 警備業の適正な運用施策等の推進 

 １ 情報公開及び個人情報保護等への的確な対応 

   ホームページにおいて、役員名簿、平成 28 年度事業報告、同収支決算等を公開 

 ２ 通常総会、理事会及び各委員会の効率的な開催と運営 

  ⑴ 通常総会  平成 29 年度総会（5/19） 

  ⑵ 全警協総会（6/ 7） 会長対応 

  ⑶ 四警協総会（6/22） 会長・専務理事対応 

  ⑷ 理事会   第１回（4/27）、第２回（7/28）、第３回（11/9）、第４回（30.01/31） 

  ⑸ 総務委員会 第１回（4/27）、第２回（7/28）、第３回（11/9）、第４回（30.01/31） 

  ⑹ 全国専務理事会議（7/5） 専務理事対応 

  ⑺ 第 24 回ＡＰＳＡ国際会議広島大会への出席 会長対応 

  ⑻ 警備の日全国大会（11/2） 会長・専務理事対応  

  ⑼ 四警協臨時総会（11/30）本年は愛媛県開催、会長、副会長、専務理事対応 

 ３ 暴力団等反社会的勢力との絶縁についての指導・啓発 

  ○ 第７回暴力団等反社会的勢力排除対策協議会の開催 ～ 東京第一ホテル松山（11/29） 

    出席会員 53 社（うち委任出席 23 社）、役員変更案、28 年度実施事業報告、29年度事業 

   計画案等の議決のほか、第２部として当協会理事、和田資篤弁護士による特別講演（不当 

   要求行為・クレームへの対応とコンプライアンス）を実施 

 ４ 加盟員の法令遵守と業法違反の排除推進 

  ○ 平成 29年度経営者研修会の開催 ～ 東京第一ホテル松山（1/11・参加会員 46 名） 

   ・講演１部 全国警備業協会総務課長 小澤祥一朗 氏 「警備業の現状と今後の展望」 

   ・講演２部 愛媛労働局職業安定部職業安定課担当官 「警備業の人材確保等に向けて」 

   ・社会保険制度、労働保険制度の会員への周知のため、社会保険（厚生年金・健康保険） 

    への加入に関するリーフレットを配付（松山東年金事務所、欠席会員には郵送） 

第３ 関係機関・団体等との連携強化 

 １ 関係官公庁・機関・団体等との連携強化による協会業務の円滑かつ適正な運営の実施 

  ○ 愛媛県警察本部（生活安全部・刑事部・警備部）、愛媛県暴力追放推進センター、愛媛 

   県えひめ国体・えひめ大会実行委員会、愛媛労働局（職業安定部）、松山公共職業安定所、 

   日本年金機構松山東年金事務所等との連携により、暴力団排除対策、国体警備の推進、労 

   働関係法令の遵守、警備員雇用対策、社会保険加入促進などの各施策を推進したほか、 

   愛媛県警察本部警備部外事対策室が主催する「テロ対策愛媛パートナーシップ推進会議」 



 

   に参加 

 ２ 関係官公庁の担当官を講師とする研修会等の開催 

  ○ 愛媛労働局職業安定部職業安定課担当官による特別講演の実施（第２の４に同じ） 

第４ 地域安全運動等公益的行事への積極的参加と支援、公益活動等の推進 

 １ 全国地域安全運動、全国交通安全運動をはじめとした各種事件事故防止運動等に対する積

極的な協力 

  ○ 各期の全国交通安全運動実施期間中における運動への協賛（朝日新聞） 

 ２ 警備業務を通じ、各種事件事故等の未然防止と拡大防止に努め、社会公共の安全・安心に

寄与する 

 ３ 犯罪の予防・検挙、少年非行防止活動等への積極的な協力 

  ○ 愛媛県防犯協会連合会への参画 （総会 5/23） 

  ○ 特殊詐欺、交通事故防止を目的とした「かもめタウン」への協賛（２口 400 枚） 

 ４ 警察機関と連携した暴力排除活動の推進、並びに「愛媛県暴力追放推進センター」への積

極的な協力 

  ○ 第２の３に同じ（第７回暴力団等反社会的勢力排除対策協議会の開催） 

 ５ 愛媛県主催にかかる総合防災訓練への積極的な参加と支援隊員のスキルアップ 

第５ 公安委員会の「委託講習」、事業センターの「特別講習」等教育事業の効果的推進 

 １ 県公安委員会の委託に係る警備員指導教育責任者講習及び機械警備業務管理者講習等の

適正かつ円滑な推進 

  ○ 愛媛県との間において、平成 29年度機械警備業務管理者講習、同警備員指導教育責任 

   者講習を昨年と同額で契約（5/1） 

 ２ 警備員指導教育責任者及び機械警備業務管理者の資格取得促進及び指導教育の充実強化 

  ⑴ 指教責２号（H29.06/20～06/28） 

    新規受講者   11 人：合格者  9 人（合格率  81.8%） 

    追加受講者    2 人：合格者  2 人（合格率 100.0%） 

  ⑵ 指教責 1号（H29.07/19～07/27） 

    新規受講者   15 人：合格者 10 人（合格率  66.7%） 

    追加受講者    7 人：合格者  7 人（合格率 100.0%） 

  ⑶ 指教責４号（H29.08/21～08/28） 

    新規受講者    1 人：合格者  1 人（合格率 100.0%） 

    追加受講者    8 人：合格者  8 人（合格率 100.0%） 

  ⑷ 機械警備業務管理者（H29.09/19～09/22） 

    新規受講者    4 人：合格者  1 人（合格率  25.0%） 

  ⑸ 指教責３号（H30.01/15～01/23） 

    新規受講者    6 人：合格者  6 人（合格率 100.0%） 

    追加受講者なし 

 ３ 特別講習の取組み強化 

  ⑴ 交通誘導警備業務 2級 

    事前講習 H29.04/07～04/08 

    特別講習 H29.04/22～04/23（受講 75人、合格 38 人、合格率 50.6%） 



 

  ⑵ 雑踏警備業務 2級 

    事前講習 H29.05/11～05/12 

    特別講習 H29.05/25～05/26（受講 44人、合格 29 人、合格率 65.9%） 

  ⑶ 雑踏警備業務 1級 

    事前講習 H29.06/01～06/02 

    特別講習 H29.06/08～06/09（受講 54人、合格 32 人、合格率 59.3%） 

  ⑷ 貴重品運搬警備業務 2級 

    事前講習 H30.01/27～01/28 

    特別講習 H30.02/10～02/11（受講 57人、合格 37 人、合格率 64.9%） 

 ４ 教育幹部研修・特別講習講師研修等を活用した、各種講師の指導能力の向上と指導教育体

制の充実強化 

  ⑴ 警備員指導教育責任者講習講師の養成（教育幹部研修への講師候補者の派遣） 

    愛媛綜合警備保障 池内勇樹講師（1号、3号追加取得、7/13～7/17） 

    愛媛綜合警備保障 森元秀人講師（1号、2号新規取得、7/10～7/15） 

  ⑵ 特別講習新規講師の養成 

    愛媛綜合警備保障 林 義和講師（貴重品運搬警備業務 2級、5/23～5/26） 

    愛媛綜合警備保障 大門裕介講師（施設警備業務 2級、5/30～6/2） 

  ⑶ 現任講師研修会への講師の派遣 

   ア 施設警備業務 ～ 期間中７名を派遣 

   イ 交通警備業務 ～ 期間中６名を派遣 

  ⑷ 四国ブロック講師研修会への講師の派遣（H29.8/24～8/25、於 高知県） 

    専務理事及び交通誘導警備業務・施設警備業務担当講師等 8名を派遣 

    平成 30年 4 月から変更となる教本に基づいての講義要領等についての研修を実施 

  ⑸ 警備員指導教育責任者講習講師検討会の開催（H30.3/8） 

  ⑹ 特別講習講師研修会の開催（H30.3/9） 

 ５ 全国警備業協会及び関係協会との連携による講習の円滑な実施 

  ○ 上記３及び４のとおり実施中 

  ○ 四県特別講習事務担当者会議（H30.01） 

    各県の受講者数に応じ共同開催の可否を協議～専務理事対応 

第６ 適正な警備業務の提供と適正料金確保に向けた施策の推進 

   社会保険加入促進の啓蒙啓発、並びに適正な警備業務の提供と適正料金確保に資する施策

の推進 

  ○ 適正料金確保に資するため、愛媛県知事及び県内 20 市町長に対し、「予算編成に当た 

   っての要望書」を提出、また、愛媛県建設業協会会長に対して、「警備業が抱える深刻な 

   問題に対するご理解のお願い」を発出（11/10） 

  ○ 経営者研修会において年金事務所からのリーフレットを配付（第２の４に同じ） 

  ○ 経営者研修会において全警協講師による特別講演を実施  （第２の４に同じ） 

第７ 労働関係法令の遵守及び労災事故等の根絶を目指した労働環境の改善啓発 

 １ 労働関係法令の理解と遵守にかかる指導啓発 

  ○ 愛媛労働局、日本年金機構松山東年金事務所、松山公共職業安定所等と連携し、各種施 



 

   策を推進 

 ２ 労働者派遣業法及び職業安定法の正しい理解と遵守の徹底 

 ３ 加盟員に係る警備業法違反行為等の排除と遵守に関する事業の推進 

 ４ 労災事故防止にかかる情報のタイムリ－な発信と事故防止に向けた指導啓発 

  ○ 重大労災事故速報発出中（H30.03 現在 No15） 

 ５ 労働環境の整備についての指導啓発 

第８ 警備業における人材確保と福祉の推進 

 １ 警備業における人材確保と警備員が安心して働ける環境づくりに向けた指導啓発 

  ○ 人材確保対策の推進 

    厚労省職業安定局からの人材確保対策に関する周知依頼文書の発出とともに、協会ホー 

   ムページ会員専用欄に「取り組みませんか？｢魅力ある職場づくり｣で生産性向上と人材確 

   保」、「警備業の人材確保・育成に向けて」のリーフレットを掲載（4/12） 

  ○ ハローワーク来所者に対する警備業紹介パンフレットの配付 

    ハローワーク担当者に面接、窓口でのパンフレット配付を要請（10/27） 

  ○ 最低賃金周知広報の実施（10/17） 

  ○ 全警協にかかる災害防止に関する論文、ポスター、標語の募集の周知 

    平成 28年に続き、本年も伊方サービス㈱ 見澤龍雄氏がポスターの部で入選（7/5） 

 ２ ｢セキュリティ・プランナー｣、｢セキュリティ・コンサルタント｣の資格制度の効果的活用 

 ３ 社会保険等への加入促進等福祉の増進による常用警備員の計画的確保 

第９ 協会加盟組織の拡充と広報啓発活動の推進 

 １ 新規加盟員の拡充促進 

  ○ 新規加盟（30年度、本日までに 3社加盟） 

    株式会社セキュリティネックス（松 山 市、30 年 4/1） 

    株式会社ビリーフプロテクト （新居浜市、30 年 4/1） 

    株式会社ジーケイエス    （今 治 市、30 年 4/1） 

 ２ 業界新聞等への資料提供等広報・宣伝活動への取り組み 

  ○ 諸行事開催ごとに地元地方紙、業界紙等に資料提供し広報に努めた 

 ３ 「媛警協」の内容の充実とマスメディア等を活用した広報啓発活動の推進 

  ○ 協会ホームページに掲載 

 ４ 会員相互の親睦連帯を深めるための行事開催への取り組み 

  ○ 総会開催後の懇親会、平成 30 年新年互礼会などを開催 

第 10 表彰制度の効果的運用と警備員等の資質向上 

 １ 全国表彰の対象候補者及び協会事業発展に寄与した事業者（個人及び団体）並びに治安維

持に貢献した者に対する県警本部長との連名による表彰上申 

  ○ 前理 事田中重正 氏 全国警備業協会長表彰受賞（6/7）  

 ２ 永年勤続勤務員及び優良警備員に対する会長表彰の適正な運用 

  ○ 平成 30年度総会での表彰者 

    警備員特別講習事業センター理事長表彰 ㈱北四国警備保障 長野宣久 氏 

    警備業協会長表彰（業界功労表彰）   旭警備保障㈱   金澤慶太 氏 

    永年勤続警備員（9人）、優良警備員（11 人） 


